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第3章 都立高等学校 
 

第1 都立高等学校の概要 
 

高等学校は、中学校における教育の基礎の上に、心身の発達及び進路に応じて、高度な

普通教育及び専門教育を施すことを目的とする学校である。 

高等学校には全日制の課程、定時制の課程及び通信制の課程を置くことができる。修業

年限は、全日制の課程については3年であり、定時制の課程及び通信制の課程については

3年以上である。 

 

1 都立高等学校の学校数、学級数及び生徒数 

（令和7年5月1日現在 単位：校・学級・人） 

  学校数 

学級数 生徒数 

総数 1 学年 2 学年 3 学年 4 学年 
総数 

男 女 

全・定計    187   3,737   1,197   1,197   1,205     138  
125,354 

62,561  62,793  

  

全日制    172   3,174   1,052   1,057   1,065  －  
114,997 

57,333  57,664  

定時制     54     563     145     140     140     138  
10,357 

 5,228  5,129  

通信制      3      39      11      12      11     5  
1,664 

   707     957  
 

  

生徒数 

1 学年 2 学年 3 学年 4 学年 

男 女 男 女 男 女 男 女 

全・定計 
42,312 41,605 40,110 1,327 

21,029  21,283  20,757  20,848  20,048  20,062   727     600  

  

全日制 
39,124 38,521 37,352 － 

19,485 19,639  19,225  19,296  18,623  18,729  －  －  

定時制 
3,188 3,084 2,758 1,327 

 1,544   1,644   1,532   1,552   1,425   1,333   727     600  

通信制 
525 555 417 167 

   200     325     242   313     186     231     79      88  

【出典：東京都教育委員会「公立学校統計調査報告書(学校調査編)」】 

(注) 複数の課程を併設している学校は、それぞれに計上している。 
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2 都立高等学校等の種類（令和７年度現在） 

 
※ 複数の課程を併設している学校は、それぞれに計上している。 

※ 複数の学科を併設している学校は、その主たる学科に計上している。（ ）内数値は、 

併設校を含めた延べ学校数である。 

※ 定時制課程 54 校の内、夜間定時制は 41 校、昼夜間定時制は 13 校である。 
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3 これまで設置してきた多様なタイプの学校一覧 
（令和７年４月１日現在） 

 
 

 校　　種 校 数 特　　　　　　　　　色 設　置　校

中 高 一 貫
教 育 校

10校
６年間の一貫した教育により様々な分野でリーダー
となり得る人材の育成を図る。
①中等教育学校、②併設型がある。

①小石川・桜修館・南多摩・立川国際・
  三鷹
②白鷗・両国・富士・大泉・武蔵

総 合 学 科 高 校
( 総 合 学 科 ）

10校

普通教育と専門教育を総合的に行う学校で、自己の
進路への自覚を深めることができる科目など幅広い
選択科目を開設して、多様な能力・適性等に対応し
た柔軟な教育を行っている。

晴海総合・つばさ総合・世田谷総合・
杉並総合・王子総合・葛飾総合・
青梅総合・町田総合・東久留米総合・
若葉総合

単 位 制 高 校 12校

多様な科目の中から、自分の興味・関心や進路希望
に応じて、履修する科目を選択し、学ぶことができ
る学校。①個性や特性、進路希望に対応した特色型
②進学重視型③専門高校型がある。

①忍岡・美原・芦花・飛鳥・板橋有徳・
　大泉桜・翔陽・上水
②新宿・墨田川・国分寺
③六郷工科

科 学 技 術 高 校
( 科 学 技 術 科 )

2校

技術者として生涯にわたり専門性を高めていくため
に必要な意欲、態度や知識・技能を身に付け、技術
革新に主体的に対応できる人材を育成するため、大
学等に進学し、継続して学習することを前提とした
教育を行っている。

科学技術・多摩科学技術

産 業 高 校
（ 産 業 科 ）

2校

生産・流通・消費の基礎と相互の関連を学んだ上
で、自己の進路希望に沿った専門教科を学び、幅広
い視野と確かな職業観を備えた人間、商工業の知識
を基に将来自ら起業を目指そうとする志あふれる人
間を育成する教育を行っている。

橘・八王子桑志

進 学 型 専 門 高 校
（ ビ ジ ネ ス コ ミ ュ
ニ ケ ー シ ョ ン 科 ）

2校

ビジネスに関する基礎的・基本的な知識と技能を習
得させ社会の変化に主体的に対応し、将来、国際社
会で活躍できるスペシャリストを育てる教育を行っ
ている。

大田桜台・千早

総 合 芸 術 高 校
( 芸 術 科 ）

1校
芸術の各分野において高度な専門性をもち、幅広い
教養と豊かな人間性を備えた人材を育成する教育を
行っている。

総合芸術
（音楽科、美術科、舞台表現科）

チ ャ レ ン ジ
ス ク ー ル
（定時制・総合学科）

7校

小・中学校時代に不登校経験がある生徒や高校で中
途退学を経験した生徒等を主に受け入れる総合学
科・三部制（午前部・午後部・夜間部）の高校で、
３年での卒業も可能である。

六本木・大江戸・世田谷泉・稔ヶ丘・
桐ヶ丘・小台橋・立川緑

昼夜間定時制高校
( 単 位 制 )

6校
単位制で昼夜開講多部制の高校で、様々な進路希望
に対応した多様で弾力的な教育を行っており、３年
での卒業も可能である。

一橋・新宿山吹・浅草・荻窪・
八王子拓真・砂川

進 学 指 導 重 点 校 7校

将来の日本のリーダーとなり得る高い資質をもった
生徒の思考力、判断力、表現力を鍛え、難関国立
大・国公立大学医学部への進学希望も実現させるた
め、組織的・計画的な進学対策を推進する学校とし
て指定

日比谷・戸山・青山・西・八王子東・
立川・国立

進 学 指 導
特 別 推 進 校

7校

将来の日本社会を支える高い資質をもった生徒の能
力を一層伸長させ、国公立大・難関私立大等への進
学希望も実現させる学校として、進学実績や進学指
導に対する取組状況を総合的に勘案して指定

新宿・小山台・駒場・国際・
小松川・町田・国分寺

進 学 指 導 推 進 校 15校
進学対策を進める都立高校の裾野を広げるため、全
都的な配置バランス、地域ニーズ、進学実績、進学
指導への取組状況等を総合的に勘案して指定

三田・竹早・墨田川・城東・豊多摩・
北園・江北・江戸川・武蔵野北・調布北・
小金井北・多摩科学技術・日野台・上野・
昭和

エ ン カ レ ッ ジ
ス ク ー ル

6校

これまで力を発揮できなかった生徒のやる気を育
て、社会生活を送る上で必要な基礎的・基本的学力
を身に付けることを目的として、既設校の中から指
定している。

蒲田・中野工科・練馬工科・足立東・
東村山・秋留台
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4 都立高等学校の学科 
(1) 普通科 

普通教育に関する各教科（国語、地理歴史、公民、数学、理科、保健体育、芸術、

外国語、家庭及び情報）を中心に学習する。各教科は更に幾つかの科目に分かれ、学

校が定めたカリキュラムに従い、定められた科目や自分で選択した科目を学習する。 

 

(2) 普通科（コース制） 

普通科の一部であるが、学習内容の重点化を図り、様々な選択科目を設けてい

る。１年次から語学系、美術系などのコースに分かれて学習する。 

 

(3) 農業に関する学科 

農業の各分野で活躍できる技術者の育成を目指して、農業生産物の栽培や飼育

を通し、自然に親しみながら専門的な知識やバイオテクノロジーなどの技術を身

に付ける。 

《園芸系》 

園芸科、都市園芸科、園芸科学科、園芸デザイン科、農芸科、農産科 

《畜産・動物系》 

畜産科学科、動物科 

《食品系》 

食品科、食品科学科、食品化学科 

《環境系》 

緑地計画科、緑地環境科 

 

(4) 工業に関する学科 

工業の各分野で活躍できる技術者の育成を目指して、専門的な知識やものづく

りの技術・ハイテク技術などを身に付ける。 

《機械系》 

機械科、自動車科、プロダクト工学科、オートモビル工学科、工業技術科、

機械・自動車科、生産工学科 

《電気系》 

電気科、電子科、情報技術科、システム工学科、電気・情報デザイン科 

《化学系》 

環境化学科、ＩＴ・環境科 

《建築系》 

建築科、都市工学科、設備工業科、建築工学科、建築・都市工学科 

《工芸系》 

マシンクラフト科、アートクラフト科、インテリア科、デザイン科、グラフ

ィックアーツ科、デザイン工学科 

《総合系》 

総合技術科、総合情報科、キャリア技術科、ものづくり工学科 
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主として１年次で工業や情報全般に関わる基礎的内容を学び、２年次以降、

興味・関心、進路等に応じた系列を選択し、専門分野を深く学ぶ。 

《科学技術系》 

科学技術科 

《その他》 

デュアルシステム科※、都市防災技術科、食品サイエンス科 

※デュアルシステム科…一定の期間、企業で「働く訓練」を行い、その訓練

を授業の一部として認める。これにより、生きた技術・技能を身に付けるこ

とができる。 

 

 

(5) 商業に関する学科 

経理、情報処理などの商業の分野や国際化に対応する分野で活躍できる人材の育成

を目指して、専門的な知識や技術を身に付ける。 

【ビジネス科】 

  簿記やコンピュータなど専門分野の学習に加え、東京都独自の学校設定科目

「ビジネスアイデア」などで企業と連携してビジネスを実地に学ぶ機会を設け、

創造的な能力と実践的な態度を身に付ける。 

【商業科】 

簿記、会計、コンピュータ、ワープロなどの実用的な科目を学び、幅広い資格

取得等を目指す。 

また、ビジネス社会のマナーを身に付ける。 

【総合ビジネス科】 

１年次はビジネスの基礎を幅広く学び、２年次から複数の系列に分かれ、希望

の専門分野を深く学ぶ。 

【ビジネスコミュニケーション科】 

英語とビジネスの学習に重点を置き、大学卒業後の将来を考える「進学型の専

門学科」 

 

(6) 水産に関する学科 

海洋教育と寄宿舎教育を通して、海洋のスペシャリスト育成に対応した専門性を身

に付ける豊かな学習内容を学ぶ。令和４年度から大島海洋国際高校に「水産科」を設

置している。 

 

 

(7)  家庭に関する学科 

家庭生活に関する専門科目の学習を行うことにより、食物、保育などの知識や技術

を身に付ける。 

【食物科】【調理科】 
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｢食」に関するスペシャリストを養成する。高校卒業と同時に調理師の免許が

取得できる。農業高校に食物科、赤羽北桜高校に調理科を設置している。 

【服飾科】 

｢服飾」に関するスペシャリストを養成する。 

【生活デザイン科】 

家庭生活の各分野に関する学習を通して、社会の変化に対応できる判断力・表

現力と豊かな生活を創造する能力を育成する。 

【生活科学科】 

家庭科の多様な専門科目を学ぶことができる。生活科学のスペシャリストを育

てる。 

【保育・栄養科】 

保育士や栄養士等の職業への興味・関心を高め、それぞれの分野の専門性を高

めるための学習を行う。赤羽北桜高校に設置している。 

 

(8) 情報に関する学科 

【情報科】 

高度情報通信社会の諸課題を主体的・合理的に解決し、社会の発展を図る創造

的な能力と実践的な態度を育てるため、情報の各分野に関する知識と技術を習得

する。新宿山吹高校に設置している。 

 

(9) 福祉に関する学科 

【福祉科】【介護福祉科】 

各種福祉施設、病院、保育園などで実習などを行いながら、人間尊重の精神を

身に付け、社会の援助者として行動できる人間を育成する。指定された科目の単

位を全て取得した場合、卒業と同時に介護福祉士国家試験受験資格が得られる。

野津田高校に福祉科、赤羽北桜高校に介護福祉科を設置している。 

 

(10) 理数に関する学科 

理数系の幅広い素養と情報活用能力等を高いレベルで併せ持ち、新しい価値（イ

ノベーション）を生み出すことのできる人材を育成することを目的として、立川高

校及び科学技術高校に設置している。 

 

(11) 芸術に関する学科 

音楽、美術、舞台表現に関する専門科目の学習を行うことにより、感性と表現

力を身に付け、将来にわたって芸術の発展に寄与する人材の育成を目指す。平成

22年度に開校した総合芸術高校に、「音楽科」、「美術科」及び「舞台表現科」を

設置している。 

(12) 体育に関する学科 

【保健体育科】【体育科】 
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体育・スポーツに関する専門科目の学習を行うことにより、保健体育に関する知

識・技術を身に付ける。 

普通教科のほかに、バレーボール、バスケットボール、サッカー、体操、陸上、

水泳、柔道、剣道の専攻に分かれた専門の学習を行う。駒場高校に保健体育科、

野津田高校に体育科を設置している。 

 

(13) 国際関係に関する学科 

【国際学科】 

国際理解に関する専門科目の学習や課題研究を通して、豊かな国際感覚を身に付

ける。国際高校に設置している。 

 

(14) 併合科 

二つの学科を一つの学級に編制している学校があり、これを併合科としている。 

〈全日制〉大島高校（農林・家政）、三宅高校（農業・家政）、八丈高校（園芸・家政） 

〈定時制〉瑞穂農芸高校（普通・農業） 

 

(15) 産業科 

生産・流通・消費の各過程の関連性を学び、起業家精神を育成する。従来の学科の

枠を超えた新たな学科として、橘高校と八王子桑志高校に設置している。 

 

(16) 総合学科 

普通科目から専門科目まで幅広い選択科目の中から、自分の特性や進路希望に合

った科目を選択し、系統的・専門的に学習する。 
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5 都立高等学校開校・閉校一覧 
(1) 開校              （平成17年度～令和７年度） 

年度 学校名 

H17 
美原（普通）・大泉桜（普通）・翔陽（普通）・六本木（総合）・若葉総合

（総合） 

H18 
浅草（普通）・総合工科（工業）・大島海洋国際（国際）・青梅総合（総

合） 

H19 
板橋有徳（普通）・八王子拓真（普通）・橘（産業）・八王子桑志（産業）・

稔ヶ丘（産業）・葛飾総合（総合）・東久留米総合（総合） 

H20 世田谷総合（総合） 

H21 大田桜台（商業） 

H22 多摩科学技術（工業）・総合芸術（芸術）・町田総合（総合） 

H23 王子総合（総合） 

R3 赤羽北桜（家庭・福祉） 

R4 小台橋（総合） 

R7 立川緑（総合） 

 

(2) 閉校 （平成19年度～令和７年度） 

年度 学校名 

19 
玉川（普通）・大島南（普通・水産）・小石川工業（工業）・上野忍岡（家

庭） 

20 
九段（普通）・忠生（普通）・農林（農業・普通）・世田谷工業（工業）・

王子工業（工業）・赤坂（商業）・市ヶ谷商業（商業）・台東商業（商業 

21 
久留米（普通）・向島工業（工業）・八王子工業（工業）・向島商業（商

業）・四谷商業（商業）・第二商業（商業） 

22 小石川（普通）・都立大学付属（普通） 

23 芸術（音楽・美術） 

24 北多摩（普通） 

31 赤羽商業（商業） 

R3 荒川商業（商業） 
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第2 都立高校改革の推進 
 

1 都立高校の魅力向上に向けた実行プログラムの策定 

東京都教育委員会では、都立高校を取り巻く環境が変化する中、新たな課題等の解決

とともに、都立高校の魅力向上を図るため、令和５年３月に「都立高校の魅力向上に向

けた実行プログラム」を、令和６年３月には、本プログラムの改善・充実を図るため、

令和６年度に新たに実施する取組や拡充して実施する取組を反映した「都立高校の魅力

向上に向けた実行プログラム＜令和６年更新版＞」を策定し、都立高校改革を推進して

いる。 

 

〔実施期間〕 

   令和４年度を含む令和６年度まで 

 

2 「都立高校におけるチャレンジサポートプラン」の策定 

現在、都立高校における困難を抱える生徒は増加傾向にあり、生徒のニーズも多様化

している。また、困難を抱える生徒が多く在籍する一部の学校では受入環境の改善が必

要なことに加え、困難を抱える生徒に対する支援策の実施に当たっては、関係者により

様々な側面から連携して取り組む必要がある。 

このような状況を踏まえ、困難を抱える生徒に対する支援の取組を総合的に進め、都

立高校における多様な生徒たちの学びや成長を支える学習・教育環境の充実を図ること

を目的に「都立高校におけるチャレンジサポートプラン」を策定した。 

 

〔実施期間〕 

   令和７年度から令和９年度まで 
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第3 都立高等学校入学者選抜 
 

1 都立高等学校の入試の仕組み 

都立高校の入学者選抜（以下「入試」という。）には、推薦に基づく入試（推薦入試）

と学力検査に基づく入試（第一次募集・第二次募集・分割募集）とがある。 

なお、学力検査によらない入試を行う学校もある。 

 

(1) 推薦に基づく入試（推薦入試） 

ア 一般推薦 

(ｱ) 検査 

集団討論、個人面接、小論文又は作文、実技検査、その他学校が設定する検査

を組み合わせて実施する。 

○集団討論及び個人面接：全ての学校で個人面接を実施。集団面接は必要と判

断した学校が実施 

○小論文又は作文、実技検査、その他学校が設定する検査：各学校が一つ以上

を選んで実施 

(ｲ) 選考 

調査書点のほか、個人面接（集団討論を実施する学校は集団討論を含む。）、

小論文又は作文、実技検査、その他学校が設定する検査の各点数を総合した成績

で行う。 

 

イ 文化・スポーツ等特別推薦 

実施する学校と実施しない学校がある。また、募集人員は、一般推薦の募集人員

の内に含まれる。 

(ｱ) 検査 

個人面接又は集団面接及び実技検査を実施する。作文など、その他の検査を実

施する場合は、各学校で内容を定める。 

(ｲ) 選考 

調査書点のほか、個人面接又は集団面接、実技検査及び各学校が定めたその他

の検査の各点数を総合した成績で行う。 

    

ウ 理数等特別推薦 

(ｱ) 検査 

「科学分野等に研究に関するレポート」に関する口頭試問、個人面接及び小論

文の検査を実施する。 

(ｲ) 選考 

調査書点のほか、「科学分野等に研究に関するレポート」に関する口頭試問、

個人面接及び小論文の検査の各点数を総合した成績で行う。 
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(2) 学力検査に基づく入試（第一次募集・第二次募集・分割募集） 

ア 全日制課程 

第一次募集・分割前期募集では、原則として、国語、数学、英語、社会、理科の

５教科を実施する（ただし、芸術及び体育に関する学科については、当該学科に関

する能力、適性等を見るため実技検査を行うことから、学力検査は３教科となる。）。

分割後期募集・第二次募集では、原則として、国語、数学、英語の３教科を実施す

る。 

なお、学校によっては、学力検査に加え、面接、小論文又は作文、実技検査を実

施する場合がある。 

選考はこれらの点数を総合した成績で行う。 

 

 

 

 

 

 

                         ＋ 

 

 

 

 

 

 

イ 定時制課程 

第一次募集・分割前期募集では、原則として、国語、数学、英語、社会、理科の

５教科の中から３教科以上を実施する（実施する教科については、各学校が定め

る。）。分割後期募集・第二次募集では、原則として、国語、数学、英語の３教科

を実施する。 

なお、定時制課程では、第一次募集・分割前期募集、分割後期募集・第二次募集

のどちらにおいても、面接を必ず実施する。 

学校によっては、学力検査と面接に加え、小論文又は作文、実技検査を実施する

場合がある。 

選考はこれらの点数を総合した成績で行う。 

 

 

 

 

 

 

学校によって 

実施する検査 

面接 

小論文 
（作文） 

実技検査 

原則全ての

都立高校 

5 教科 

（国・数・英・社・理） 

原則全ての

都立高校 

学力検査の教科数 

3 教科 

（国・数・英） 

第
一
次
募
集
・ 

分
割
前
期
募
集 

分
割
後
期
募
集
・

第
二
次
募
集 
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                              ＋ 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 課程・募集別の学力検査の教科、学力検査の得点と調査書点の比率 

課程・募集の別 学力検査の教科 学力検査と調査書の比率 

全日制課程 

第一次募集・ 

分割前期募集 

5教科 

(国・数・英・社・

理） 

7：3 

分割後期募集・ 

第二次募集 

3教科 

（国・数・英） 
6：4 

定時制課程 

(昼夜間定

時制課程を

含む。） 

第一次募集・ 

分割前期募集 

5教科（国・数・英・

社・理）の中から 

3教科以上 

7：3又は6：4 

分割後期募集 3教科（国・数・英） 6：4又は5：5 

第二次募集 

5教科（国・数・英・

社・理）の中から 

3教科以上 

6：4又は5：5 

通信制課程 各学校が定める。 各学校が定める。 

(注) 体育科・芸術科については、実技検査を必須とし、学力検査の教科は３教科とする。 

 

(4) 調査書点の算出方法 

学力検査を実施する教科の評定は１倍、学力検査を実施しない教科の評定は２倍と

する。 

 

  

原則全ての

都立高校 

第
一
次
募
集
・ 

分
割
前
期
募
集 

5～3 教科 

教科数は各学校が定める。 

学力検査の教科数 

分
割
後
期
募
集
・

第
二
次
募
集 

面接 

 

必ず実施 

3 教科 

（国・数・英） 

原則全ての

都立高校 

学校によって 
実施する検査 

面接 

小論文 

（作文） 

実技検査 



149 

 

2 主な入試日程（令和７年度入学生） 

 課程・募集の別 入学願書受付 学力検査 合格発表 

推薦に基づ

く選抜 
 

1月9日（木）から 

1月16日（木）まで 

※郵送 

1月26日（日） 

1月27日（月） 
1月31日（金） 

学力検査に

基づく選抜 

全日制課程 

第一次募集・ 

分割前期募集 

1月30日（木）から 

2月5日（水）まで 

※郵送 

2月21日（金） 3月 3日（月） 

分割後期募集・ 

第二次募集 
3月 6日（木） 3月11日（火） 3月14日（金） 

定時制課程 

(昼夜間定時

制課程を含

む。） 

第一次募集・ 

分割前期募集 

1月30日（木）から 

2月5日（水）まで 

※郵送 

2月21日（金） 3月 3日（月） 

分割後期募集・ 

第二次募集 
3月24日（月） 3月27日（木） 3月28日（金） 

通信制課程 

一  橋 
4月 2日（水） 

4月 3日（木） 
4月 6日（日） 

4月11日（金） 新宿山吹 
4月 1日（火） 

4月 2日（水） 
4月 4日（金） 

砂  川 
4月 2日（水） 

4月 3日（木） 
4月 5日（土） 
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3 令和７年度入試の状況 

 (1)  令和７年度入試の結果 

ア 全日制課程 

 推薦  

① 全日制課程の高等学校162校の募集人員9,407人に対して受検人員は２万1,404

人であった。受検倍率は2.28倍であり、令和６年度と比較すると0.19ポイント

の減であった。 

＜内訳＞                       （単位：人、倍） 

区  分 令和６年度 令和７年度 前年度比 

普通科 

募集人員 6,235 6,171 △64 

受検人員 17,846 16,000 △1,846 

受検倍率 2.86 2.59 △0.27 

専門学科 

募集人員 2,496 2,522 26 

受検人員 3,874 3,816 △58 

受検倍率 1.55 1.51 △0.04 

総合学科 

募集人員 714 714 0 

受検人員 1,629 1,588 △41 

受検倍率 2.28 2.22 △0.06 

計 

募集人員 9,445 9,407 △38 

受検人員 23,349 21,404 △1,945 

受検倍率 2.47 2.28 △0.19 

 

② 合格人員は全体で9,243人、入学手続人員は9,243人であり、手続率は100％

であった。 

③ 文化・スポーツ等特別推薦の実施校数は91校で、実施種目数は延べ261種目

であった。 
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第一次募集（分割前期募集を含む。） 

① 全日制課程の高等学校167校の募集人員３万281人に対して、受検人員は３万

6,501人であった。受検倍率は1.21倍であり、令和６年度と比較すると0.09ポイ

ントの減であった。 

＜内訳＞                        （単位：人、倍） 

区 分 令和６年度 令和７年度 前年度比 

普通科 

募集人員 24,337 24,114 △223 

受検人員 32,999 30,158 △2,841 

受検倍率 1.36 1.25 △0.11 

専門学科 

募集人員 4,566 4,521 △45 

受検人員 4,541 4,373 △168 

受検倍率 0.99 0.97 △0.02 

総合学科 

募集人員 1,646 1,646 0 

受検人員 2,071 1,970 △101 

受検倍率 1.26 1.20 △0.06 

計 

募集人員 30,549 30,281 △268 

受検人員 39,611 36,501 △3,110 

受検倍率 1.30 1.21 △0.09 

② 合格人員は全体で２万8,473人であり、そのうち入学手続人員は２万8,287人で、

手続率は99.35％であり、令和６年度と比較すると0.04ポイントの減であった。 

 

 分割後期募集・第二次募集  

① 分割後期募集及び第二次募集を行った全日制課程の高等学校77校の募集人員

2,537人に対して、受検人員は742人であった。受検倍率は0.29倍であり、令和６

年度と比較すると0.23ポイントの減であった。 

＜内訳＞                        （単位：人、倍） 

区 分 令和６年度 令和７年度 前年度比 

普通科 

募集人員 1,104 1,587 483 

受検人員 765 572 △193 

受検倍率 0.69 0.36 △0.33 

専門学科 

募集人員 856 918 62 

受検人員 259 142 △117 

受検倍率 0.30 0.15 0.15 

総合学科 

募集人員 29 32 3 

受検人員 15 28 13 

受検倍率 0.52 0.88 0.36 

計 

募集人員 1,989 2,537 548 

受検人員 1,039 742 △297 

受検倍率 0.52 0.29 △0.23 
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② 合格人員は全体で712人であり、そのうち入学手続人員は703人で、手続率は

98.74％であった。 

 

第三次募集  

① 第三次募集を行った全日制課程の高等学校55校の募集人員1,567人に対して、

受検人員は40人であった。受検倍率は0.03倍であった。 

＜内訳＞                       （単位：人、倍） 

区 分 令和６年度 令和７年度 前年度比 

普通科 

募集人員 262 873 611 

受検人員 28 26 △2 

受検倍率 0.11 0.03 △0.08 

専門学科 

募集人員 524 685 161 

受検人員 34 12 △22 

受検倍率 0.06 0.02 △0.04 

総合学科 

募集人員 14 9 △5 

受検人員 4 2 △2 

受検倍率 0.29 0.22 △0.07 

計 

募集人員 800 1,567 767 

受検人員 66 40 △26 

受検倍率 0.08 0.03 △0.05 

② 合格人員は全体で39人であり、そのうち入学手続人員は39人で、手続率は100％

であった。 

 

 保護者の転勤等に伴う４月入学者募集  

全日制課程の高等学校147校の募集人員208人に対して、受検人員は５人で、

受検倍率は0.02倍であった。合格人員は３人で、全員が入学手続をし、手続率

は100％であった。 

 

まとめ  

① 推薦、第一次募集（分割前期募集を含む。）、分割後期募集・第二次募集及び

第三次募集を合わせた合格人員は３万8,484人（インフルエンザ等罹患に伴う追

検査により合格した17人を含む。）で、そのうち入学手続人員は３万8,289人で、

手続率は99.49％であり、令和６年度と比較すると、0.04ポイントの減であった。 

また、保護者の転勤等に伴う4月入学者募集も合わせた合格人員の総数は３万

8,487人、手続人員の総数は３万8,292人で、手続率は99.49％であった。 

② 4月募集人員を除く入学手続人員は３万8,289人で、募集人員３万9,868人を

1,579人下回り、充足率は96.04％であった。 

また、保護者の転勤等に伴う4月入学者募集も含めた入学手続人員に対する充

足率は95.55％であった。 
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イ 定時制課程 

定時制課程の高等学校53校において第一次募集を行い、定員未充足の学校につい

ては更に第二次募集から第四次募集まで入学者選抜を実施した。第一次募集から第

四次募集までの結果を総括すると、募集人員4,480人に対して、受検人員は延べ

3,887人であった。このうち、合格人員は、3,200人であり、入学手続人員は3,162

人であった。 

 

4 令和６年度転学・編入学募集の実施状況 

高等学校等入学後の進路変更希望に応え、中途退学の未然防止を図るとともに、教育

を受ける機会を確保することを目的として、１年度に３回、学期ごとに実施している。 

本制度の趣旨をより分かり易く伝えるため、平成30年度から「補欠募集」の名称を「転

学・編入学募集」に変更し、より一層の活用・推進を図ることとした。 

令和６年度都立高等学校全日制課程における転学・編入学募集を実施した学校数及び

募集人員は、第１学期168校6,081人、第２学期168校8,932人、第３学期167校5,029人で

あった。 
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第4 都立高等学校運営費標準 

都立高等学校の運営に係る経費については、昭和45年度から私費負担軽減を図るため、

公費と私費の負担区分を明確にした上で、都立高等学校運営費標準（以下「運営費標準」

という。）を設定している。 

この運営費標準とは、学校運営の実態、関係法令及び調査研究資料等に基づいて、学校

運営の具体的な過程を捉え、学習指導要領等に示された教育活動を遂行するために必要な

教材教具、その他の運営に要する標準的な経費を算出するため標準規模校を想定し、その

活動分野別学校運営費を予算科目別・測定単位別に整理の上、標準経費単位費用表にまと

めたものである。 

この単位費用に基づき、各年度の学校規模から毎年度運営費を積算している。 

なお、運営費標準で算定した経費は、経常の学校運営に要する物件費的経費であり、人

件費及び土地、施設設備の新規購入等に要する臨時的経費は除外してある。 

この運営費標準は、昭和45年度に設定後年々の物価補正を行い、昭和57年度から実施さ

れた学習指導要領の改訂及び教材教具の近代化に伴い、昭和59年度を初年度とする３か年

計画で、学校運営実態に即した運営費標準に改定した。続いて、平成６年度から実施され

た学習指導要領の改訂に伴い、平成５年度から運営費標準の見直し作業を行い、平成７年

度及び８年度の２年間で改定した。 

さらに、平成15年度から実施された新学習指導要領の改訂に伴い、新たに指導要領に取

り入れられた教科「情報」及び「総合的な学習の時間」に要する経費を含めた運営費標準

の見直しを行い、平成14年度に改定した。 

なお、平成15年度からは、校長の策定する学校経営計画に基づき、各学校が主体的・自

律的に特色ある教育活動に取り組むことができるよう、「自律経営推進予算」制度により

運営している。 

また、平成17年度からは、さらに各学校の教育目標を効果的に達成するため、運営費標

準分に加えて、一般旅費、短期市民講師及び学校運営連絡協議会について、平成18年度か

らは、部活動振興について「自律経営推進予算」に算入し、校長の裁量権限拡大を図った。 

 

令和７年度自律経営推進予算       （単位：千円) 

区分 予算額 

運 営 費 標 準 3,939,812 

 教 科 活 動 1,531,143 

教科外活動 913,993 

管 理 活 動 1,494,676 

一 般 旅 費 581,927 

短 期 市 民 講 師 16,884 

学校運営連絡協議会 20,928 

部 活 動 振 興 等 248,860 

合 計 4,817,555 
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